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一 国際調査報告(条約第21条(3)) 

空気入りタイヤのサイドウオ_ル部の装飾又は文字情報表示や、トレッド部のトレッドウエアインジ

۶_夕として用いられるカラ_ゴム材の色の丐爭を'タイヤ重量の増加を抑制して効果的|と防^士^こ٤ので٣;る空気入りタイヤの製造方法を提供する。؛発明の空気入りタイヤの製造方法は、カ-ボン
ブラック1三よる黒色のゴム材とは異なる色を有するカラ-ゴム材13とこのカラ-ゴム材13を被覆す

る被覆ゴム材1ヒとを含む2種類以上のゴム材より^٥も「ゴム材1 ^成する工程を含む。
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明糸田書

発明の名称:空気入りタイヤの製造方法及び製造装置 

技術分野

[0001] 本発明は空気入りタイヤの製造方法及び製造装置に関する。

背景技術

[0002] 空気入りタイヤは、通常はタイヤの強度を向上させるために含有される力 

_ボンブラックに由来した黒色を有している。この力_ポンブラックによる 

黒色のゴム材とは異なる色を有するカラ-ゴム材が空気入りタイヤに用いら 

れることがある。例えば、このタイヤのサイドウオ-ルの表面に、ライン状 

または文字状に白色ゴムからなる部分を形成して、タイヤの美観を向上させ 

たり情報を表示させたりすることが行われている。このような白色ゴムから 

なる部分としてライン状白色ゴム部分を形成するための、空気入りタイヤの 

製造方法の-例では、製造工程中に次のような工程を行っていた。

[0003] タイヤの製造工程中のサイドウオ-ル用のゴム部材を成形する際に、押出 

機を用いて、黒色のゴム材よりなるサイドウオ-ル用のゴム部材の表面の- 

部に白色ゴム材が積層されるように押出す。押出した後ば、サイドウオ_ル 

用のゴム部材上に積層された白色ゴム材を覆うように被覆ゴムを貼り付けて 

から、タイヤ成型ドラムを用いて複数のタイヤ部材を組み立てるタイヤ成型 

工程を行う。このタイヤ成型工程では、サイドウオ-ル用のゴム部材を、そ 

のサイドウオ-ルの周長に適合した長さで切断し、かつ両端部を接合して円 

筒状のサイドウオ-ル形状とする。組み立てられた生タイヤを加硫し、加硫 

後は、タイヤのサイドウオ-ル部において白色ゴム材を覆う被覆ゴムを、グ 

ライング_等で研磨除去することにより、白色ゴム材をサイドウオ_ルの表 

面に露出させるようにしていた。

[0004] タイヤ用のゴム部材等を押出し成形するための多重押出機に関し、インナ

_ライナゴムと、チェ_ファゴムとを同時に押出し成形するものがある（特

許文献1）。
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[0005] しかしながら、上述のように押出し成形により白色ゴム材を黒色ゴム材上 

に積層形成した場合には、白色ゴム材の色が周囲の黒色ゴム材で汚染される 

ことが避けられない。そのため、汚染される分を見越して白色ゴム材の部分 

の範囲を大$くした場合には、結果的に最終形状としてのラインや識別用文 

字等に必要な白色ゴムの部分の体積に対して、原料としての白色ゴムは数倍 

の量が必要となる。そのため、高価な白色ゴムを大量に要することによって 

タイヤのコスト上昇を招くおそれがある。また、白色ゴ'ム材は、耐久性が通 

常の黒色ゴム材に比べて劣るため、白色ゴム材を大量に用いるとタイヤ全体 

としての耐久性が低下するおそれがある。この耐久性を、黒色ゴムのみの空 

気入りタイヤと同等の性能とするためには、黒色ゴムのみの空気入りタイヤ 

よりも多くのゴム量を必要となり、空気入りタイヤの重量が増大するばかり 

でなく、タイヤのコスト上昇を招く。

[0006] また、空気入りタイヤにおいてカラ_ゴム材は、上述したザイドウオ_ル 

部のみならず、路面と接するトレッド部にも使用されることがある。例えば 

、このトレッド部には、そのトレッド部の摩耗度を視認で$るように、当該 

トレッドに形成された溝の底部に、トレッドウエアインジケ_タと呼ばれる 

溝深さが他の部分よりも浅い部分が形成されている。

このトレッドウエアインジケ_タにカラ_ゴム材が用いられているタイヤが 

ある（特許文献2、特許文献3） ٥また、タイヤのファッション性を向上さ 

せるために、トレッド部の溝底にカラーゴムを用いだタイヤがある（特許文 

南犬4） ٠
 しかしながら、このトレッド部に用いられるカラ_ゴム材も、黒色のゴム 「اد

材と積層して形成されるために、サイドウオ_ル部に用いられる白ゴム材と 

同様の問題、すなわちカラ-ゴムの汚染や、耐久性の低下を見越して製造す 

る場合のタイヤ重量の増加や、コスト上昇の問題が生しる。

先行技術文献

特許文献

[0008]特許文献1 :特開2000-351145号公報
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特許文献2 :特開2004-203318号公報

特許文献3 :特開平8 - 3 4 2 1 3号公報 

特許文献4 :特開昭6 3 - 1 7 1 0 3号公報 

発明の概要

発明が解決しようとする課題

[0009] 本発明は、上記の問題を有利に解決するものであり、カラ-ゴ'ムネオを備え 

る空気入りタイヤのカラ-ゴムに対する色の汚染を防止することので$る空 

気入りタイヤの製造方法及びその製造に用いて好適な製造装置を提供するこ 

とを目的とする。

課題を解決するための手段

[0010] 本発明の空気入りタイヤの製造方法は、カ_ポンブラックによる黒色のゴ 

ム材とは異なる色を有するカラ-ゴム材とこのカラ-ゴム材を被覆する被覆 

ゴム材とを含む2種類以上のゴム材よりなる複合ゴム材を形成する工程を含 

むことを特徴とする。

[0011] 本発明の空気入りタイヤの製造方法においては、複合ゴム材を形成する工 

程を、カラ-ゴム材と被覆ゴム材とを含む2種類以上のゴム材を、多重押出 

機を用いて同時に押出す押出し工程とすることがで$る。また、被覆ゴム材 

は、前記カラーゴム材をマスキンク'しかつ、汚染防止する特性を有するもの 

であることが好ましい。

[0012] 更に、本発明の空気入りタイヤの製造方法は、複合ゴム材を形成する工程 

により得られた紐状の複合ゴム材を、少なくとも_対の□_ラ_によって圧 

延して当該複合ゴム材の断面形状を変形する工程を含むことがで$る。また 

、複合ゴム材を形成する工程により得られた複合ゴム材を、タイヤ成型ドラ 

ムを用いだタイヤ組み立て工程の前に、サイドウオ_ル部材の押出しトレ_ 

ン上においてザイドウオ-ル部材と予め組み立てる工程や、複合ゴム材を形 

成する工程により得られた複合ゴム材を、タイヤ成型ドラムを用いだタイヤ 

組み立て工程の前に、トレッド部材の押出しトレ-ン上においてトレッド用 

部材と予め組み立てる工程を更に含むことがで$る。
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[0013] また、本発明の空気入りタイヤの製造方法は、カラ-ゴム材が、空気入り 

タイヤのサイドウオ_ル部の表面に形成されるカラ_ライン用のものであり 

-製造された空気入りタイヤにおけるカラ_ラインの幅が1〇⑴⑴以下であ 

るものとすることがで$、また、カラ-ゴム材が、空気入りタイヤのトレッ 

ド部に形成されるトレッドウエアインジケ-タ用のものであり、製造された 

空気入りタイヤのトレッド部において、当該トレッドに形成される溝の底部 

に位置して埋設されたもの、及び/又は空気入りタイヤのトレッド部におい 

て、当該トレッドの全周にわたって埋設されるものとすることがで$る。

[0014] 本発明の空気入りタイヤの製造装置は、カ_ポンブラックによる黒色のゴ 

ム材とは異なる色を有するカラーゴム材とこのカラーゴム材を被覆する被覆 

ゴム材とを同時に押出して複合ゴム材を得る多重押出機を、別のゴム材を搬 

送するトレーンに備えることを特徴とする。

発明の効果

[0015] 本発明の空気入りタイヤの製造方法によれば、通常の黒色のゴム材とは異 

なる色を有するカラ-ゴム材が被覆ゴム材によって被覆されるように、複合 

ゴム材を形成することから、この複合ゴム材の被覆ゴム材が、カラーゴム材 

への色の汚染に対する障壁となることにより、この汚染を防止することがで 

$る。したがって、通常の黒色のゴム材とは明瞭に区別し得るカラ-ゴム材 

を備える空気入りタイヤを、カラ-ゴム材の使用量の増大によるタイヤ重量 

の大幅な増大を招くことなく製造することがで$る。

[0016] 本発明の空気入りタイヤの製造装置によれば、カラ-ゴム材を被覆するよ 

うに被覆ゴム材を同時に押出すことがで$る多重押出機を備えることから、 

重量の増大を来すことなぐ 通常の黒色のゴム材とは明瞭に区別し得るカラ 

_ゴム材を空気入りタイヤを、容易に製造することが可能となる。

図面の簡単な説明

[0017][図1]複合ゴム材を示す模式図である。 

[図2]複合ゴム材を形成する多重押出機のグイの模式的な断面図である。 

[図3]複合ゴム材を示す模式図である。
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［図4］複合ゴム材を圧延する圧延装置の模式的な斜視図である。 

［図5］複合ゴム材の模式的な断面図である。

［図6］複合ゴム材を形成するコンペアの模式的な斜視図である。 

［図7］複合ゴム材を形成するコンペアの模式的な斜視図である 

［図8］空気入りタイヤのトレッド部の模式図である。

［図9］空気入りタイヤのトレッド部の模式図である。

発明を実施するための形態

［0018］ 以下、本発明の実施の形態にっいて、図面を用いっつ、より具体的に説明 

する。

［0019］ 本発明の空気入りタイヤの製造方法は、カ_ボンブラックによる黒色のゴ 

ム材とは異なる色を有するカラ-ゴム材とこのカラ-ゴム材を被覆する被覆 

ゴム材とを含む2種類以上のゴム材よりなる複合ゴム材を形成する工程を含 

む。

［0020］ 図1に、押出機10のダイ1 1より押し出されて得られた複合ゴム材1の 

-例を模式的に示す。図1に示した複合ゴム材1は、カラ_ゴム材1 aと、 

このカラ-ゴム材1aを被覆する被覆ゴム材1bとからなる紐状の複合ゴム 

材である。

［0021］ 本発明においてカラ_ゴム材は、例えば、空気入りタイヤのサイドウオ_ 

ル部に形成される白色のラインや文字情報等に用いられ、また、トレッド部 

のトレッドウエアインジケ_タに適用され得るものである。また、カラ_ゴ 

ム材は、サイドウオ_ル部やトレッド部用に用いられる通常のゴム部材の黒 

色とは異なる色を有するゴム材のことをいい、また、カ-ポンブラック含有 

量の相違により通常のゴム部材と明度が異なるゴム材を含む。このような力 

ラ_ゴム材には、公知のカラ_ゴム材が適合され得る。

［0022］ カラ-ゴム材は、空気入りタイヤのサイドウオ-ル部の白色のラインや、

トレッド部の全周にわたって形成されるトレッドウエアインジケ_夕に適用

する場合には、タイヤ成型ドラムで生タイヤを組み立てる前の形状として、

所定の長さを有する紐状とすることができ、それは押出しにより形成するこ
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とがで$る。

[0023] 被覆ゴム材は、カラ-ゴム材を覆って形成される。カラ-ゴム材が押出し 

により紐状に形成されたものである場合には、この紐状のカラーゴム材の表 

面を覆うように被覆ゴム材が形成される。この場合、本発明で所期したカラ 

-ゴムの色の汚染防止のためには、被覆ゴム材は、紐状のカラ-ゴム材の表 

面を全面的に被覆するのが好ましい。

[0024] カラ-ゴム材とこのカラ-ゴム材を被覆する被覆ゴム材とを含む2種類以 

上のゴム材より形成された複合ゴム材を用いて空気入りタイヤを製造するこ 

とにより、空気入りタイヤにおける複合ゴム材の被覆ゴム材が、カラ-ゴム 

材と、空気タイヤを構成する部材として用いられる黒色のゴム部材との間に 

介在することになる。したがって、この被覆ゴム材は、カラ-ゴム材への色 

の汚染に対する障壁となる。このことにより、この被覆ゴム材を具備する複 

合ゴムを使用した空気入りタイヤは、カラ-ゴム材の非汚染距離を確保する 

ために多量のカラ-ゴムを必要としない。よって、色の汚染がされずに通常 

の黒色のゴム材とは明瞭に区別し得るカラ-ゴム材を備える空気入りタイヤ 

を、カラ-ゴム材の使用量の増大によるタイヤ重量の増大を招くことなく製 

造することがで$る。

[0025] 被覆ゴム材は、カラーゴム材が押出して形成されるものである場合には、 

この被覆ゴム材もまた、押出して形成して、複合ゴム材を、押出しにより形 

成することがで$る。押出しは、長尺な成形体を連続的に形成することがで 

$るので、得られた複合ゴム材を所定長さで切断することにより、空気入り 

タイヤのサイドウオ_ル部やトレッド部用の部材を生産性高く製造すること 

がで$る。そのため、当該複合ゴム材を、これらのサイドウオ_ル部やトレ 

ッド部用の部材の-部に適用してタイヤを製造するのに押出しによる形成す 

ることは有利である。

[0026] 被覆ゴム材の押出しは、カラ-ゴム材の押出しの後に、得られた紐状の連

続的なカラ_ゴム材、又は所定長さに切断されたカラ_ゴム材を、この被覆

ゴム材で被覆するように押出すこともで$るが、多重押出機を用いて、カラ
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ーゴム材と同時に、かつ、当該カラーゴムと同心に、被覆ゴム材を押出すご

とが、好ましい。多重押出機は、例えばクロスヘッド型のグイを有し、複数

のゴム材を同心円状に押出すことがで$る押出機とすることがで$る。

[0027] 多重押出機の-例を、その先端部に設けられたクロスヘッド型のグイの模 

式的な断面図で図2に示す。図2のグイ1 1は、多重押出機1 〇の押出部か 

ら押出されたカラ-ゴム部材1 8を導く第-ゴム導入部材1 1 а、1 1匕と 

、この第-ゴム導入部材1 1 а、1 1 bにより導かれるカラ_ゴム部材1 а 

の流動方向とは垂直方向に設けられ、多重押出機1〇の別の押出部から押出 

された被覆ゴム部材1 bを第_ゴム導入部材1 1しじ:1ッ._トス、^_۴ا、却は计 

1 1。とけ別の^^し­導くて第-ゴハ導入部材1 ا0١11حل١ 第_ゴム導 

入部材11bからカラ_ゴム部材13及び被覆ゴム部材1bが導かれ、カラ 

_ゴム部材1 3の表面に被覆ゴム部材1 h 魁ا、'嘯,.―廳仆 ス、」· 누 t I 

て複合ゴム材1を吐出する口金部材11㊀とを備えている。

[0028] 図2を-例とする多重押出機を用いて同時に押出す、押出し工程によって 

、カラ-ゴム材と被覆ゴム材とを含む2種類以上のゴム材から複合ゴム材を 

形成することにより、生産性よく被覆ゴム材をカラ-ゴム材の表面に全面的 

に被覆することがで$る。

[0029] また、多重押出機を用いてカラ-ゴム状に同心円状に被覆ゴムが被覆され 

た複合ゴム材を、紐状に形成することにより、最小断面の複合ゴム材を得て 

、後で述べるように種々の所望の部材形状のゴム部材を製造することが可能 

となる。

[0030] 被覆ゴム材は、カラーゴム材をマスキンク'しかつ、汚染防止する特性を有 

するものとすることが好ましい。被覆ゴム材が、このような特性を有するこ 

とにより、本発明で所期した汚染防止の効果を確実に得ることがで$る。マ 

スキングしかつ、汚染防止する特性には、例えば、被覆ゴム材の材質が、マ 

スキングしかつ、汚染防止する化学的特性を有する場合があり、また、被覆 

ゴム材の厚さが、マスキングしかつ、汚染防止する物理的特性を有する場合 

がある。これらの材質の調整や厚さの調整を単独で、又は併用してマスキン
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グ及び汚染防止をすればよい。被覆ゴム材の材質がマスキング及び汚染防止

に十分でない場合には、被覆ゴム材の厚さを増大させる必要があるため、材

質を調整することは好ましい。

[0031] 被覆ゴム材の材質に関して、-例では、汚染防止組成物として特開平7- 

2 2 8 7 2 7号公報に開示されているような、ポリマー成分中、安定剤とし 

て非汚染性のブチルゴムを10~1〇〇重量部を有し、これに白色充填剤を 

1 0~1 5 0重量部を含有させた汚染防止組成物、このポリマー成分中、安 

定剤として非汚染性のブチルゴムを3 0~1 0 〇重量部とした汚染防止組成 

物、このブチルゴムがイソブチレン-イソプレン共重合体、塩素化プチルゴ 

ム、臭素化ブチルゴムである汚染防止組成物がある。

[0032] 上記被覆ゴム材の厚さに関して、-例では、上記のような汚染防止組成物 

を用いた場合として、0. 2~3. 〇⑴⑴の厚さとすることがで^る。

[0033] 被覆ゴムの厚さの調整は、上述した多重押出機を用いた場合には、当該多 

重押出機における被覆ゴム材の押出速度と、被覆ゴム材が押出される口金の 

开多状により行うことがで$る。口金の断面形状は、同心円状のものとするこ 

とがで$るが、同心円状のものに限定されず、カラ-ゴム材を用いるサイド 

ウオ_ル部のラインやトレッド部のトレッドウエアインジケ_タに近似した 

断面形状とすることもで$る。

[0034] 被覆ゴム材をカラ-ゴム材に被覆して複合ゴム材を形成する方法は、この 

被覆ゴム材を押出す場合に限られない。例えば、押出されたカラ-ゴム材を 

所定の長さで切断して、図3に示すように、所定ザイズのブ'ロック形状の力 

ラ_ゴム材1 ٨3حرئع （同図（а））後、このブロック形状のカラ_ゴム 

材1八3を被覆ゴム材1Abで包むことにより複合ゴム材1八を形成する（ 

同図（b））こともでؤる。

[0035] この場合にカラ-ゴムを包む被覆ゴム材ば、例えば圧延により成形された

シ_ト状の被覆ゴム材を用いることがで$る。シ_ト状の被覆ゴム材の材質

や厚さば、カラ-ゴム材をマスキンク'しかつ、汚染防止する特性を有するた

めに先に述べた特性と同様とすることがで$る。図3に示したようなブ'ロッ
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ク形状の複合ゴム材1八は、例えば空気入りタイヤのトレッド部に开乡成され

るトレッドウエアイジケ_夕に適用することがで$る。もっとも、トレッド

ウエアインジケ_タの用途に限定されるものではない。

[0036] 被覆ゴム材をカラーゴム材に被覆した複合ゴム材は、そのままサイドウオ 

-ル部材やトレッド部材に組み込むこともで$るが、複合ゴム材を少なくと 

も_対の□_ラ_によって圧延して当該複合ゴム材の断面形状を変形するこ 

ともで$る。

[0037] 図4に圧延装置2 0の-例の模式的な斜視図を示す。圧延装置2 0は、少 

なくとも一対のローラー2 1を有し、これらのローラー間に形成されたギャ 

ップに複合ゴム材1を通過させることにより紐状の複合ゴム材1を扁平にす 

る〇

[0038] 図5に、種々の断面形状を有する複合ゴム材の例を示す。図5 (a)は、 

押出したままで圧延を行わなかった、円形断面の複合ゴム材1を示し、図5

(b) ~ (f)は、図5 (a)の複合ゴム材1を圧延した後の、種々の断面 

形状になる複合ゴム材1 Β-1ドを示している。図5 (b) ~ (f)は、圧 

延して得られる複合ゴム材の例示であり、本発明はこれらの断面形状に限定 

されず、複合ゴム材中のカラ-ゴム材が空気入りタイヤに用いられる用途に 

応じて適宜に断面形状を定めることがで$る。

[0039] 複合ゴム材を、少なくとも-対の□-ラ-で圧延して当該複合ゴム材の断 

面形状を変形させることにより、押出し等による複合ゴム材の形成時には、 

製造が容易な簡単な断面形状に成形することができ、また、その後の圧延で 

、複合ゴム材の用途に適合する種々の断面形状とすることがで$る。

[0040] 図5(匕)~け)に図示した各種断面形状の複合ゴム材1巳~1ドは、 

圧延を実施する口_ラ_対の両回転軸を含む断面で見た、口_ラ_間に形成 

されたギャップの断面形状が、図5 (b) ~ (f)の断面形状に近似した特 

定の断面形状になるような、特定の外形を有する□-ラ-を用いて圧延する 

ことによって得ることがで$る。もっとも、円形断面の複合ゴム材を圧延で 

単に扁平にする場合は、円筒形状の口_ラ_対を互いの回転軸が平行になる 
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ように配置した通常の圧延装置を用いて圧延すればよい。また、複数の口-

ラ_対を圧延ライン上に配列させて備え、各口_ラ_対は口_ラ_形状が異

なるものとした圧延装置を用いて、複合ゴム材を、これらの□-ラ-対で順

次に圧延して所定の断面形状にすることもで$る。

[0041] 複合ゴム材を圧延する時期は、複合ゴム材を押出し等により形成した直後 

に、変形し易いゴム温度を有している複合ゴム材を圧延してもよぐまた、 

押出し等の後で、いったんゴム温度が低下した複合ゴム材を、再加熱してか 

ら圧延してもよい。

[0042] 圧延を施さない、又は圧延を施した複合ゴ'ム材は、空気入りタイヤのサイ 

ドウオ_ル部の白色ラインの製造のために用いることができる。この白色ラ 

インの製造の場合、空気入りタイヤの製造過程において、タイヤ成型ドラム 

を用いだタイヤ組み立て工程の前に、サイドウオ_ル部材の押出しトレ_ン 

上においてサイド'ウオ_ル部材と予め組み立てること、いわゆるプリアセン 

ブルを行うことができる。

[0043] 図6に、プリアセンプルを実施するサイトウオ_ル部材の押出しトレ_ン 

におけるコンペアの一例の模式的な斜視図を示す。図示したコンペア3 〇は 

、回動可能な複数の口_ラ_3 1を備え、各口_ラ_3 1の回転軸が、互い 

に平行になるように配列されている。押し出された長尺のサイトウオ-ル部 

材2は、コンベア3 0上で当該サイトウオ_ル部材2と接する各口_ラ_3 

1の回転によって_方向に搬送される。

[0044] サイドウオ_ル部材の押出しトレ_ンのコンベア3 0において、搬送され 

るサイトウオ-ル部材2上に、複合ゴム材1を押出すための押出機1 〇が設 

けられている。図6では、押出機1 0は模式的に複合ゴム材1を押出すヘッ 

ド部分のみを示している。この押出機10は、好ましくは、先に説明した多 

重押出機であって、ダイの吐出口がコンペア3 〇上で連続的に移動するザイ 

ドウオ-ル部材2の表面に向けて近接して配設されるものとする。なお、こ 

の図面では、理解を容易にするためにコンペア30上を連続的に移動する2 

本のサイドウオ_ル部材2のうちの1本のみに1個の多重押出機1 〇が配設 
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されているように描かれているが、2本のサイドウオ-ル部材2のそれぞれ

に多重押出機1〇を配設することがで$る。

[0045] また、押出機1 0から押し出された複合ゴ'ムネオ1を押圧して複合ゴ'ムネオ1

の断面形状を扁平に変形させる□-ラ-20パが押出機10の近傍に設けら

れている。

[0046] コンベア30における押出機10からの複合ゴム材1の押出速度と、サイ 

ドウオ_ル部材2を移動させるコンペア3 0の速度とは、同じとすることが 

で$るし、また、両者の速度が異なるように、-定の割合で調整することに 

より、複合ゴム材1の断面形状を、成型工程に適した形状に変形させること 

もできる。

[0047] このようにサイドウオ-ル部材2を搬送するコンペア30上において、押 

出機、特に多重押出機1 0から押し出された複合ゴム材1とザイドウオ-ル 

部材2とを予め組み立てる、プリアセンプルを行うことにより、サイドウオ 

-ル用の部材を-度に生産で$るので、高効率で空気入りタイヤを製造する 

ことができる。

[0048] 複合ゴム材を空気入りタイヤのサイドウオ_ル部の白色ラインの製造のた 

めに用いた場合に、製造された空気入りタイヤにおけるカラ_ラインの幅を 

]〇⑴⑴以下とすることが好ましい。もっとも、カラ-ラインの幅があまり 

にも狭いとカラ_ラインを形成する意義がなくなるので、カラ_ラインは1 

m m以上であることが好ましい。より好ましい範囲 يء3~8حححةأحلآالآا  
がで$る。

[0049] 圧延を施さない、又は圧延を施した複合ゴ'ム材は、空気入りタイヤのサイ 

ドウオ_ル部の白色ラインの製造のためばかりでなぐ トレッド部のトレッ 

ドウエアインジケ_タの製造のために用いることがで$る。このトレッドウ 

エアインジケ-タの製造の場合、空気入りタイヤの製造過程において、タイ 

ヤ成型ドラムを用いたタイヤ組み立て工程の前に、トレッド部材の押出しト 

レ_ン上においてトレッド部材と予め組み立てること、いわゆるプリアセン 

ブルを行うことができる。
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[0050] 図7に、プリアセンプルを実施するトレッド部材の押出しトレ­ ンにおけ 

るコンペアの-例の模式的な斜視図を示す。図示したコンベア4 0は、図6 

に示したコンペア3 0と、同じ構成とすることができ、回動可能な複数の口 

_ラ_4 1を備え、各口_ラ_4 1の回転軸が、互いに平行になるように配 

列されている。押し出された長尺のトレッド部材3は、コンベア40上で当 

言亥トレッド部ホオ3と接する各□ーラー3 1の回転によって一方向に搬送され 

る〇

[0051] トレッド部材の押出しトレ_ンのコンベア40において、搬送されるトレ 

ッド部材3上に、複合ゴム材を押出すための押出機1 〇が設けられている。 

図7では、押出機1 0は模式的に複合ゴム材1を押出すヘッド部分のみを示 

している。この押出機10は、好ましくは、先に説明した多重押出機であっ 

て、ダイの吐出口がコンペア4 〇上で連続的に移動するトレッド部材3の表 

面に向けて近接して配設されるものとする。また、押出機10から押し出さ 

れた複合ゴム材1を押圧して複合ゴム材1の断面形状を扁平に変形させる□ 

_ラ_20パが押出機1〇の近傍に設けられている。

[0052] コンベア4 0における押出機10からの複合ゴム材1の押出速度と、トレ 

ッド部材3を移動させるコンペア40の速度とは、同じとすることがで$る 

し、また、両者の速度が異なるように、-定の割合で調整することにより、 

複合ゴ'ムネオ1の断面形状を、成型工程に適した形状に変形させることもで$ 

る〇

[0053] このようにトレッド部材3を搬送するコンペア4 0上において、押出機、 

特に多重押出機1 0から押し出された複合ゴム材1とトレッド部材3とを予 

め組み立てる、プリアセンプルを行うことにより、トレッド用の部材を-度 

に生産で$るので、高効率で空気入りタイヤを製造することがで$る。

[0054] 複合ゴム材を空気入りタイヤのトレッド部に形成されるトレッドウエアイ

ンジケ-タの製造のために用いた場合に、複合ゴム材は、製造された空気入

りタイヤのトレッド部において、当該トレッドに形成される溝の底部に位置

して埋設されたものであることが好ましい。トレッドウエアインジケ_タは



wo 2012/008363 13 PCT/JP2O11/O65617

、トレッドの溝底部に形成される場合と、トレッドのリブ部又ばブ'ロック部

に形成される場合とがあり、いずれの場合にも複合ゴム材を用いて製造する

ことができる。もっとも、トレッドの溝底部に形成されることが、トレッド

摩耗性能の観点から、より好ましい。

[0055] 図8(8)に、トレッドウエアインジケ_タがトレッドの溝底部に形成さ 

れている空気入りタイヤのトレッド部の-例の模式的な斜視図を示す。また 

、図8 (b)に、図8 (a)の巳-巳線視の断面図を示し、図8 (С)に、 

図8 (a)の〇-〇線視の断面図を示す。図8に示す空気入りタイヤのトレ 

ッド部4には、トレッド溝4 3の溝底部に、トレッドウエアインジケ_夕5 

八及びトレッドウエアインジケ_夕5巳が埋設されている。

[0056] トレッドウエアインジケ_夕5八は、複合ゴム材1〇がトレッド部4のト 

レッド溝4 3の溝底部に、タイヤ周方向の全周にわたって埋設され、かつ、 

-部分において溝底部から所定高さで隆起されていることによりトレッドウ 

エアインジケ_夕5八となっている例である。トレッドウエアインジケ_夕 

5巳は、所定長さのブ'ロック形状の複合ゴム材1 Ηή ١'٩ 溝底部から隆起する 

ように設けられたことによりトレッドウエアインジケ_夕5巳となっている 

例である。なお、図8では、本発明の理解を容易にするために、異なるトレ 

ッドウエアインジケ_夕5八及びトレッドウエアインジケ_夕5巳が_つの 

トレッド部4に設けられているが、通常は、トレッドウエアインジケ_夕5 

八及びトレッドウエアインジケータ5巳のいずれかの種類のトレッドウエア 

インジケ_夕を設ければよい。

[0057] 図9に、トレッドウエアインジケ-タがトレッドのブ'ロック部又はリブ部 

に形成されている空気入りタイヤのトレッド部の一例の模式的な断面図を示 

す。図9において、トレッドウエアインジケ_夕5〇は、所定長さのブ'ロッ 

夕形状の複合ブ厶材1버%、トレッド部6のブ'ロック部又はリブ部に、その 

表面から所定深さで埋設されたことによりトレッドウエアインジケ_夕50 

となっている例である。また、トレッドウエアインジケ_夕5 0は、複合ゴ 

ム材1 ◦がトレッド部6のブ'ロック部又はリブ部に、その表面から所定深さ 
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で、タイヤ周方向の全周にわたって、又は部分的に埋設されたことによりト

レッドウエアインジケ_夕5 ロとなっている例である。

[0058] なお、図9では、本発明の理解を容易にするために、異なるトレッドウエ 

アインジケ_夕5 〇及びトレッドウエアインジケ_夕5 ロが_つのトレッド 

部6に設けられているが、通常は、トレッドウエアインジケ_夕5〇及びト 

レッドウエアインジケ_夕5 ロのいずれかの種類のトレッドウエアインジケ 

_夕を設けれはよい。

[0059] レッドウエアインジケ_タは、図8に示したようにトレッドの溝底部に形 

成される場合においても、図9に示したようにトレッドのリブ部又はプ'ロッ 

ク部に形成される場合においても、トレッドの全周にわたって埋設される場 

合と、トレッドの全周のうちの_部に埋設される場合とがある。いずれの場 

合にもトレッドウエアインジケ_夕を、複合ゴム材を用いて製造することが 

で$る。もっとも、トレッドの全周のうちの_部に埋設される場合は、複合 

ゴム材を所定長さのブ'ロック形状に加工して、このブロック形状の複合ゴム 

材を、タイヤ成型金型に刻印されたトレッドウエアインジケ-タ表示の位置 

に合わせて手間を要する。したがって、複合ゴム材は、トレッドの全周のう 

ちの-部に埋設されるよりも、トレッドの全周にわたって埋設されることの 

ほうが好ましい。

[0060] 以上のことから、複合ゴム材を空気入りタイヤのトレッド部に形成される 

トレッドウエアインジケータの製造のために用いた場合に、より好ましいの 

は、複合ゴム材が、製造された空気入りタイヤのトレッド部において、当該 

トレッドの全周にわたって、トレッド溝の溝底部に埋設される場合である。

[0061] 本発明の空気入りタイヤの製造装置の実施形態は、図6及び図7に具体的 

に示したように、カ-ポンブラックによる黒色のゴム材とは異なる色を有す 

るカラ-ゴム材とこのカラ-ゴム材を被覆する被覆ゴム材とを同時に押出し 

て複合ゴム材を得る多重押出機を、別のゴム材を搬送するトレ-ンに備える 

ものである。トレ-ンに多重押出機を備えた空気入りタイヤの製造装置は、 

複合ゴム材を用いた空気入りタイヤを生産性よく製造することがで$る。
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実施例

[0062](実施例1)

図6に示すように、サイドウオ_ル部材の押出ئトレ_ンにおけるコンペ 

ア上を搬送されるサイドウオ-ル部材の表面に、多重押出機を用いて複合ゴ 

ム材を押出し、次いでローラーにより押圧した。これにより、図5 (b)に 

示すような断面形状の複合ゴム材1巳がサイトヴォ-ル部材の表面に形成さ 

れた部材をプリアセンプルすることがで$た。複合ゴム材には、カラーゴム 

材として白色ゴム材を用い、また、被覆ゴム材としてカラ-ゴム材をマスキ 

ングしかつ、汚染防止するゴム材を用いた。

[0063] プリアセンプル^れたサイドウオ-ル用のゴム部材をタイヤ成型ドラムに 

貼り付けて生タイヤを組み立てた後、加硫して空気入りタイヤを得た。得ら 

れた空気入りタイヤのサイドウオール部における複合ゴム材が埋設されてい 

る位置をグライング_で研磨し、複合ゴム材の白ゴム材をタイヤ表面にライ 

ン状に露出させた。ライン状の白ゴム材の幅は8⑴⑴であった。

「00641 (実施例2)

図7に示すように、トレッド部材の押出しトレ_ンにおけるコンペア上を 

搬送されるトレッド部材の表面に、多重押出機を用いて複合ゴム材を押出し 

、次いで口_ラ_により押圧した。これにより、図5 (d)に示すような断 

面形状の複合ゴム材1 口がトレッド部材の表面に形成されたゴム部材をプリ 

アセンプルすることがで$た。複合ゴム材には、カラ_ゴム材として緑色の 

ゴム材を用い、また、被覆ゴム材としてカラ_ゴム材をマスキンク'しかつ、 

汚染防止するゴム材を用いた。

[0065] プリアセンブ'ルされたトレッド用のゴム材をタイヤ成型ドラムに貼り付け 

て生タイヤを組み立てた後、加硫して空気入りタイヤを得た。得られた空気 

入りタイヤは、トレッド部のトレッド溝の溝底部に、タイヤ周方向の全周に 

わたって複合ゴム材が埋設されているものであった。

符号の説明

[0066] 1 複合ゴム材
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la カラ_ゴム材

lb被覆ゴム材

2サイドウオ-ル部材

3 トレッド部材

10 多重押出機

2 0圧延機

3 0,4 0 コンベア
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[言青求項1]

[言青求項2]

[言青求項3]

[言青求項4]

[請求項5]

[言青求項6]

[言青求項7]

[言青求項8]

請求の範囲

力-ポンブラックによる黒色のゴム材とは異なる色を有するカラ_ 

ゴム材とこのカラ-ゴム材を被覆する被覆ゴム材とを含む2種類以上 

のゴム材よりなる複合ゴム材を形成する工程を含むことを特徴とする 

空気入りタイヤの製造方法。

前記複合ゴム材を形成する工程が、カラ-ゴム材と被覆ゴム材とを 

含む2種類以上のゴム材を、多重押出機を用いて同時に押出す押出し 

工程である、請求項1記載の空気入りタイヤの製造方法。

前記被覆ゴム材は、前記カラーゴム材をマスキンク'しかつ、汚染防 

止する特性を有するものである請求項1記載の空気入りタイヤの製造 

方法。

前記複合ゴム材を形成する工程により得られた紐状の複合ゴム材を 

、少なくとも_対の□_ラ_によって圧延して当該複合ゴム材の断面 

形状を変形する工程を含む請求項1記載の空気入りタイヤの製造方法 

〇

前記複合ゴム材を形成する工程により得られた複合ゴム材を、タイ 

ヤ成型ドラムを用いたタイヤ組み立て工程の前に、サイドウオ-ル部 

材の押出しトレーン上においてザイドウオール部材と予め組み立てる 

工程を含む請求項1記載の空気入りタイヤの製造方法。

前記カラ_ゴム材が、空気入りタイヤのサイドウオ_ル部の表面に 

形成されるカラ-ライン用のものであり、製造された空気入りタイヤ 

におけるカラ-ラインの幅が1 0 m⑴以下である請求項1記載の空気 

入りタイヤの製造方法。

前記複合ゴム材を形成する工程により得られた複合ゴム材を、タイ 

ヤ成型ドラムを用いたタイヤ組み立て工程の前に、トレッド部材の押 

出しトレ-ン上においてトレッド用部材と予め組み立てる工程を含む 

請求項1に記載の空気入りタイヤの製造方法。

前記カラ-ゴム材が、空気入りタイヤのトレッド部に形成されるト 
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レッドウエアインジケータ用のものであり、製造された空気入りタイ 

ヤのトレッド部において、当該トレッドに形成される溝の底部に位置 

して埋設されたものである請求項1に記載の空気入りタイヤの製造方 

法。

[言青求項9] 前記カラ-ゴム材が、空気入りタイヤのトレッド部に形成されるト

レッドウエアインジケータ用のものであり、製造された空気入りタイ 

ヤのトレッド部において、当該トレッドの全周にわたって埋設される 

ものである請求項1に記載の空気入りタイヤの製造方法。

[言青求項10] 力_ポンブラックによる黒色のゴム材とは異なる色を有するカラ_

ゴム材とこのカラーゴム材を被覆する被覆ゴム材とを同時に押出して 

複合ゴム材を得る多重押出機を、別のゴム材を搬送するトレ-ンに備 

えることを特徴とする空気入りタイヤの製造装置。
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